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研究成果の概要（和文）：本研究では，公務員の職務意欲と職務行動の関係を研究した。日本での調査データを
分析し，以下の研究成果を得た。（１）公務員の労働意欲の国際的な測定指標（Public Service Motivation 以
下，PSM）は日本の公務員にも適合することを明らかにした。また，日本の公務員の職務意欲を測定した。
（２）PSM（公的活動の意欲）が高い公務員ほど，職務満足が高いことを明らかにした。（３）PSM（公的活動の
意欲）が高い公務員ほど，提言行動に積極的であると推測できることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this research, I consider a relationship between public workers' 
motivation and behaviors. Then, I obtain the following findings by using Japanese survey data. (1) 
Public Service Motivation (hereafter, PSM), which is used in the literature, is a suitable measure 
to evaluate workers' motivation in Japanese public sector. In addition, I estimate the level of PSM 
of Japanese public workers. (2) Public workers with high PSM tend to satisfy their jobs. (3) It is 
inferred that public workers with high PSM is proactive in providing advice on how to improve.

研究分野：経営組織論，行政学

キーワード： 人的資源管理　経営組織論　モチベーション　職務満足　提言行動
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の公務員に関する先行研究は，公務員の職務怠慢や違法行為のような問題に対して議会や法でどのようにコ
ントロールするかという統制的視点の研究が多い。公務員が能力を最大限に発揮して職務を行うためには、職務
意欲を高める要因や積極的な職務行動を促進する要因を解明することも重要である。そこで本研究では、公務員
の職務意欲の測定方法を明らかにした。また、職務意欲が高い公務員ほど、職務に前向きで（職務満足が高
い）、職務行動に積極的である（積極的に提言する）ことを明らかにした。本研究の成果は、主体的で積極的な
職務行動を促進する人事管理のあり方を検討する上で有意義な情報を提供できたと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
公務員の労働意欲について，海外の先行研究では，公務員本人の特性，組織特性，職務の特性
のような様々な要因のうち，「どの要因が労働意欲の高低に強く影響するのか」，「労働意欲の高
低が公務員の職務行動にどのような影響を及ぼすのか」に関心が注がれている。具体的には，公
的活動の意欲の測定指標として Public Service Motivation（以下，PSM）が開発され，この指
標を用いた統計分析による研究が進展している。 
日本の行政学や行政法学では，公務員の職務怠慢や形式主義，違法行為といった課題に対して，
議会や法でどのようにコントロールしていくかという統制的観点からの研究が多かった。公務
員の職務意欲を向上させる内発的な観点からの研究は少なく，PSM 研究を踏まえた理論や実証的
研究はほとんどなかった。 
 
２．研究の目的 
（１）公務員の労働意欲を向上させる要因の解明 
先行研究で明らかになっている「公務員の労働意欲を向上させる要因」が日本でも同様に適合
するのか，統計分析によって検証する。先行研究の結果と比較し，日本の公務員にも同様に適合
する要因と，適合しない要因を解明し，日本の公務員の労働意欲の特性を明らかにする。 
（２）公務員の労働意欲が提言行動およびやりがい意識に与える影響の解明 
公務員の労働意欲が職務での提言行動および「やりがい」意識にどのような影響を与えるのか，
統計分析を通じて明らかにする。労働意欲と組織システム，職務特性等の複数の変数を設定し，
このうち，労働意欲がどの程度，提言行動ややりがい意識に影響を与えているのかを解明する。 
 
３．研究の方法   
（１）文献調査と分析モデルの設定 
 公務員の職務意欲を高める要因，および公務員の提言行動，やりがい意識を高める要因に関す
る先行研究を収集・精査し，実証分析のためのモデルを設定した。具体的には，行政学における
PSM 理論（PSM の測定指標，PSM の要因，PSM と職務行動），経営組織論や組織心理学等における
職務特性理論（職務における裁量の程度，コミュニケーションの程度など），目標設定理論，自
己有効感に関する研究，日本の公務員を対象とした実証分析（寄本 1981，田尾 1990）等の先行
研究を調査し，分析モデルを検討した。 
（２）データを用いた実証分析 
 事前に得ていたデータで，公務員の提言行動，やりがい意識を高める要因に関する分析モデル
の検証を行った。さらにその結果を踏まえ，調査計画を修正し，2019 年に組織で働く公私労働
者を対象としたアンケート調査を実施した。アンケート調査により，3090 名から回答を得た。
回答者のうち公務員が 2575 名，民間職員は 515 名であった（有効回答数は，公務員 2180，民間
職員 331）。新たに得たアンケートデータを用いて，修正したモデルの実証分析を行った。 
 
４．研究成果 
2016 年度（1年目）は，第一の研究課題に関するものとして，公務員の職務意欲を高める要因
に関する先行研究を精査した。加えて，先行研究における各国での実証分析の方法および結果を
検証し，公務員の職務意欲の測定指標（PSM）の標準的な測定指標の解明に取り組んだ。 
さらに，第二の研究課題に関するものとして，公務員および民間職員を対象とした提言行動の
要因に関する先行研究の調査を行った。先行研究の調査・分析結果を踏まえ，公務員の提言行動
を促進する要因（職務環境，個人属性，職務意欲等）について，実証分析のためのモデルの作成
に取り組んだ。さらに，日本の公務員の提言行動の要因を検証するべく，日本の公私の労働者を
対象とした「職務における提言行動」に関するアンケート調査結果を用いて実証分析を行った。 
本研究の貢献は以下の 3点である。第一に，公的活動の意欲を測定する指標として国際通用性
が高い PSM の指標を採用し，これが日本の労働者にも適合的であることを実証的に示すことが
できた点である。今回の研究では，先行研究の多くが採用する Perry（1997）の指標を採用して
PSM の値を測定した。その結果，先行研究と適合的な結果を得られた。日本の公務員の職務意欲
を測定する指標の解明は，公務員の職務行動のメカニズムを探るうえで小さくない貢献である
と考える。第二に，提言行動という限られた範囲の中で PSM と職務行動の関係をより詳細に分析
できた点を挙げることができる。分析では，先行研究で提案された PSM の構成要素を「公的活動
に対する動機 (PSM1)」および「公的活動に対する関心 (PSM2)」という区分に分け，各指標を作
成した。さらに，公的活動に対する動機および公的活動に対する関心が，提案行動とどのような
相関を持つのかを統計的に分析した。分析の結果，公的活動に対する動機は提言行動の積極性と
有意な正の相関を持つが，公的活動に対する関心は提言行動の積極性と有意な相関を持たない
ことが示された。第三に，公務員と民間職員の行動を比較し，その特徴を抽出した。例えば，提
言行動に影響を与える要因については，労働者が所属する組織の大きさ，上司や同僚の提言行動
の積極性，提言促進制度の有無など，いくつかの点で公私労働者間の差が認められた。これらの
研究成果は，2016 年日本行政学会研究会（平成 28年 5 月 21 日），分科会 A 「公務人的資源の
マネジメント」において，「公務員の職務における向社会的提言の要因 ―『やる気（Public 
Service Motivation）』の影響 ―」というテーマで発表した。 
 



2017 年度（２年目）は，4月から翌 2018 年 3 月まで産前産後休暇および育児休業 を取得した
ため，研究は中断している。 
2018 年度（３年目）は，第二の研究課題に関するものとして，公務員の職務意欲と「やりがい
意識」に関する研究を行った。労働者の肯定的な職務認識に関する経営組織論，組織心理学，行
政学等における先行研究を調査・分析し，公務員の「やりがい意識（肯定的な職務認識）」の要
因に関する理論モデルを設計した。さらに，自治体職員を対象としたアンケート調査結果を用い
てこのモデルの実証分析を行った。分析の結果，公的職務の肯定的な職務認識は，PSM の指標区
分の一つである「公益への関心」との間に一定の関連があることが実証的に確かめられた。PSM
の先行研究では，PSM と職務認識の関係について，日本での適合可能性を検証する研究はまだな
い。本研究の分析結果は，職務認識に関する PSM 理論が日本においても適応できる可能性を示し
ている。また，「職務そのものへの関心」が高い職員ほど公的職務に対するやりがい意識が高い
ことも明らかになった。さらに，公務員の職務特性と職務認識の関係では，「アイディアや裁量
を活かす機会」が多いと考える労働者ほど，やりがい意識が高いことを確かめることができた。
これらの研究成果を論文にまとめ，「公的活動を職務とする労働者の肯定的な職務認識の要因分
析」として発表した。 
 2019 年度（４年目，最終年度）は，主に第二の研究課題である「公務員の労働意欲がやりがい
意識に与える影響の解明」に取り組んだ。昨年度に引き続き，公務員の職務満足（やりがい意識）
に影響を与える要因について，経営組織論，組織心理学， 行政学等における先行研究の調査を
行った。そして，先行研究の調査分析および昨年度の実証分析の結果を踏まえ，実証分析のため
のモデルを作成した。そのうえで，PSM が職務満足の促進要因になるか，日本の公私労働者を対
象としたアンケートの結果（2019 年 3 月実施。有効回答数は公務員 2180，民間職員 331）を用
いて，実証的に検証した。具体的には，先行研究で示された測定指標（Perry 1997）を用いて公
務員と民間職員それぞれの PSM の値を測定した。そして，測定した PSM の値およびその他の要因
が職務満足と関連しているのか，順序ロジットモデルを用いて検証した。 
最終年度の貢献としては，第一に，先行研究で実証された職務満足の要因に関する PSM の理論
モデルが日本でも（日本の公務員にも）同様に適合することを実証的に明らかにした点を挙げる
ことができる。第二に，PSM 以外の多様な要因が職務満足に与える影響をコントロールして，PSM
と職務満足の関係を精査した点である。第三に，公私の労働者を分析対象としたことによって
（公私比較を行ったことにより），職務満足の要因に関する PSM のモデルは日本の公務員にはそ
の射程が及ぶものの，民間職員には及ばない可能性があることを示すことができた点である。こ
れにより，PSM 理論の射程について一定の知見を得たと考えている。これらの研究成果は論文に
まとめ，「公務員の PSM（Public Service Motivation）と職務満足の分析」として発表した。 
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